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Ⅰ　はじめに

１．催眠剤の入手と自殺
自殺手段へのアクセス制限は、自殺予防の有力な方法

のひとつである１）。1950-60年代に流行した催眠剤自殺に
ついて、我々は第１報で法的規制によるアクセス制限を
検討した２）。その結果、自殺を予防することを目的とす
る直接的な法規制がなかったことを確認した。一方で昭
和35（1960）年薬事法改正以降の、青少年の睡眠薬遊び
に関連した規制を確認した。この警察主導による販売規
制が、結果的に減少段階であった催眠剤自殺に、間接的
ながら影響を与えたことが示唆された。

しかし、文献資料による法的規制を中心とした検討に
は、法的な手段規制と自殺減少が直接的に結び付けて考
えることに限界があった。そこで自殺手段として用いら
れた催眠剤の生産量や、1950-60年代の時代背景の検討
など多角的な分析の必要性が課題となった。つまり、生
産量が多く市中での入手可能性（availability）が高い状
況や、生産が減少し入手可能性への制約がある中での催

実践研究

眠剤による自殺死亡率、および催眠剤を手段として選択
している状況について分析を行うことである。第２報で
はこれらの視点による分析とともに、催眠剤自殺に限っ
た当時の状況について文献並びに関連データを用いて検
討したい。

2．目的
第２報では、催眠剤自殺に主に用いられていたブロム

ワレリル尿素剤の生産量に着目し、生産減少局面での入
手可能性（availability）への制約と自殺減少との関連、
および催眠剤の生産に影響を与えた要因や社会情勢につ
いて検討した。

Ⅱ．方法

まず文献研究として、当時、最も自殺手段に用いられ
た催眠剤がブロムワレリル尿素系であったことを確認し
た。そして入手が容易であったことについて、入手の容
易度をバルビツール酸系と比較した。

次に統計的な分析として、ブロムワレリル尿素系の生
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産量と催眠剤による自殺死亡率（10万対）、および総自
殺数に占める催眠剤を手段とした者の割合（％）との関
連について検討を行った。

ブロムワレリル尿素の生産量は、薬事工業生産動態統
計年報３）より引用した。なお、市販薬に着目することか
ら原末と思われる重量（トン）の生産量でなく、ブロム
ワレリル尿素錠（単位：千錠）の生産量を統計より抽出
した。生産量が把握できた期間は昭和27～46年の20年間
であった。

催眠剤による自殺死亡数は第1報と同じく東京都監察
医務院「監察医務院死因調査統計」を用いた４）。期間は
昭和21～48年の28年間とした。自殺死亡率の算出方法も
第１報と同様で、１月１日現在の都区部人口５）で除して
自殺死亡率（10万対）を求めた。また、総自殺数に占め
る催眠剤を手段とした者の割合は、第１報の表１に示し
た通り、東京都区部の総自殺数に占める催眠剤自殺の割
合（％）を用いた。

生産量と自殺死亡率、および生産量と総自殺数に占め
る催眠剤自殺の割合との関連はスピアマンの順位相関係
数を求めた。

このほか製造販売中止の情報については製薬会社への
問い合わせを行った。生産量減少によるアクセス制限と
社会事象との関連については、薬学史の文献のほか、国
立国会図書館のデジタルコレクションや新聞データベー
ス（ヨミダス歴史館、聞蔵Ⅱ）によって文献資料や新聞
記事を入手した。なお、これら文献より催眠剤による自
殺に関する具体的な社会状況などを引用する際は原文の
ままとした。

本研究は公表されている文献資料を用いた研究であり
倫理的問題はない。

Ⅲ　結果および考察

１．自殺手段となった催眠剤について
１）検死調書の集計と検案結果

上野らは、昭和32年１月～昭和33年５月までの警視庁
に保管されている東京都の検屍調書（原文ママ）を集
計した６）。ここでは昭和32年の１年間の数値を示すが、
それによると催眠剤による自殺死亡597例のうち、ブロ
ムワレリル尿素系は380例（63.7％）と多く、次いで非
バルビツール酸系53例（8.9％）、バルビツール酸系33例

（5.5％）であった。
上野らは「これらの頻度は必ずしもそれら睡眠剤の毒

性の強さをしめすものではなく、大体は単に市場に分布
されている粗密に関係していることであろうと推測され
る」とし６）、ブロムワレリル尿素系が入手しやすいため
選択されていると考察した。

また、東京都監察医務院は検案結果として昭和37
（1962）年の催眠剤の種類を簡単に報告しているが、そ
れによるとブロバリン37％、多種混合15％、非バル
ビツール酸系（ドリデン、バラミン、ハイミナール）

13.0％、バルビツール酸系（アドルム）1.0％、その他5％、
種類不明30％となっていた４）。
２）搬送された患者についての調査報告

病院に急性催眠剤中毒として搬送された患者数（未遂
者）および死亡数と使用された催眠剤の種類について、
当時の主な調査として次の２つの報告がある。

横村らは昭和29年から31年に京都第二赤十字病院に
搬送された784人（うち死亡は68例）について報告し
ている７）。それによるとブロムワレリル尿素系の患者
数は496人（63.3％）と最も多く、次いで不明が188人

（24.0％）、バルビツール酸系27人（3.4％）であった。ま
た死亡例でみても、最も多いのがブロムワレリル尿素系
で34例（50.0％）であり、次いで不明28例（41.2％）、バ
ルビツール酸系３例（4.4％）となっていた。

次に田坂らは昭和32年から34年に河北病院（東京）に
搬送された341人（うち死亡は41例）について報告して
いる８）。それによるとブロムワレリル尿素系の患者数は
177人（51.9％）と最も多く、次いで不明が57人（16.7％）、
非バルビツール酸系35人（10.3％）、バルビツール酸系25
人（7.3％）であった。また死亡例でみても、最も多い
のがブロムワレリル尿素系で19例（46.3％）であり、次
いで不明17例（41.5％）であり、バルビツール酸系０例
となっていた。

これらより1950-60年代に流行した催眠剤自殺では、
自殺手段に用いられた催眠剤は圧倒的にブロムワレリル
尿素系の催眠剤であったことがわかる。

２．�バルビツール酸系との比較によるブロムワレリル尿
素系の入手可能性

自殺手段として用いられたブロムワレリル尿素系およ
びバルビツール酸系について、市中への販売開始や主な
入手規制に関する時期は表1にまとめた。対比をするこ
とで、同じ催眠剤でもブロムワレリル尿素系の催眠剤は
バルビツール酸系に比べ、入手が容易であったことがわ
かる。
１）ブロムワレリル尿素系の催眠剤

ブロムワレリル尿素系の催眠剤は第一次世界大戦の影
響で、ドイツからの輸入が途絶えたため国産化されるよ
うになり、大正４（1915）年にブロバリン（日本新薬）、
大正７（1917）年にカルモチン（武田薬品）が市販され
るようになった。このほかドルミノン（大正製薬）、ソ
ムナール（塩野義）などがあり、1951年薬事年鑑によれ
ばおよそ10社程度で生産されていた。

昭和７（1932）年に原末や一錠あたりブロムワレリル
尿素を0.5g以上含有のものが、バルビツール酸系と共に
劇薬指定となり販売規制がなされた９）。しかしブロバリ
ン錠やカルモチンは、ブロムワレリル尿素の含有量が一
錠あたり0.1gと少なく市販され続けた。昭和38（1963）
年に0.5g以下も催眠薬として用いる場合は劇薬となっ
た10－11）。なおブロバリン錠は近年まで販売されていた。
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２）バルビツール酸系の催眠剤
バルビツール酸系の催眠剤は、戦前よりベロナールな

ど輸入薬が販売されていた。昭和21（1946）年にアドル
ム（塩野義）が12）、次いで昭和25（1950）にイソミター
ル（日本新薬）、昭和27（1952）にラボナ（田辺製薬）
が販売された。

バルビツール酸系は、①耐性が生じやすく依存に陥り
やすい、②離脱時に振戦せん妄など退薬症状が現れやす
い、③常用の10倍で昏睡しそれ以上で致死に至る、など
欠点があることがわかっていた13）。

また、既にアメリカでバルビツール酸系の催眠剤が社
会問題となっていたが、このことは日本でも早くから知
られていた。まず昭和26（1951）年２月５日の厚生委員
会では、慈恵医大の竹山医師が参考人としてアメリカの
事情を説明している14）。また昭和27（1952）年に発行さ
れた雑誌「警察時報」で、行政官がアメリカの事情を詳
しく触れている15）。バルビツール酸系は表１に示したよ
うにブロムワレリル尿素系よりも早期に販売規制がなさ
れるようになった背景がうかがえる。

なお、読売新聞データベース「ヨミダス歴史館」では、
アドルムによる自殺記事（既遂）は、昭和24（1949）年
２件、50年20件、51年５件、52年４件、53年５件、54年
３件、55年６件、56年０件、57年と58年が各１件だった

（無理心中を除く）。東京都監察医務院の八十島医師は
1955年に「一時は自殺と云えばアドルムと云った時期も
ありましたが、今日では少し少なくなって、バルビツー
ル系よりも、ブロムワレリル尿素系のものが増加し、む
しろほとんど大部分がこちらになっております」と催眠
剤自殺について解説をしている16）。

３．ブロムワレリル尿素錠の生産と催眠剤自殺
１）生産量と自殺率

図１はブロムワレリル尿素錠の生産量と東京都区部の
催眠剤による自殺死亡率の経年変化である。生産量と
催眠剤自殺率の間でスピアマンの順位相関係数を求める
と、ρ＝0.839と強い正の相関がみられ、統計的に有意な
関係（p ＜ 0.001）が見られた。

図２は同じくブロムワレリル尿素錠の生産量と東京都
区部の総自殺死亡数に占める催眠剤を手段による自殺数
の割合の経年変化である。生産量と催眠剤割合の間でス
ピアマンの順位相関係数を求めると、ρ＝0.878と強い正
の相関がみられ、統計的に有意な関係（p ＜ 0.001）が
見られた。

なお、図１にある各々のグラフのピークが明確に異
なっており、図２についても１年程度のずれが確認でき
るが、その理由ははっきりとわからなかった。おそらく
は、在庫や流通といった要因も関連している可能性があ
ると思われた。
２）生産量の減少に影響を与えた事項

生産量に影響があったと思われる事項は、第１報の検
討も踏まえつつ次の通りに考察する。

まず、昭和37（1962）年にカルモチンの生産が終了と
なったことが指摘できる17）。生産終了は昭和31（1956）
年頃から精神安定剤（トランキライザー）がブームとな
り、従来の催眠剤に置き換わって行ったことが理由とさ
れている18）。

次に、国民皆保険に向けて昭和35（1960）年に新薬事
法が制定されたことがあげられる。これ以降、薬の乱売

表１　販売開始と主な販売規制
西暦 元号 ブロムワレリル尿素系 バルビツール酸系
1904 明37 ベロナール販売開始（ドイツ、バイエルン社）
1908 明41 ブロムラール販売開始（ドイツ、クノール社）
1915 大4 ブロバリン　販売開始（日本新薬）
1917 大6 カルモチン　販売開始（武田薬品）
1932 昭7 内務省令第23号。劇薬として販売規制（一錠あたり0.5g以上） 内務省令第23号。劇薬として販売規制（一錠あたり0.5g以上）
1941 昭16 アメリカFDAはバルビツールを処方薬とした。
1946 昭21 アドルム販売開始（塩野義製薬）
1948 昭23 薬事法改正　劇薬は処方せんが必要となる
1949 昭24 厚生省告示第92号「注意　習慣性あり」の記載をすること。
1950 昭25 イソミタール販売開始（日本新薬）　
1952 昭27 WHO「バルビツール酸系は処方薬にすべきだ」
1952 昭27 ラボナ販売開始（田辺製薬）　　
1961 昭36 厚生省令 第1号。劇薬に指定される。
1961 昭36 厚生省告示第17号。要指示医薬品となる。（処方薬となる）。
1961 昭36 厚生省告示第18号。習慣性医薬品となる。 厚生省告示第18号。習慣性医薬品となる。

1961 昭36
「睡眠薬の取締りについての通達」（薬発399号）。悪用され
ている４種中２種がバルビツール（イソミタール、ラボ
ナール）

1962 昭37 カルモチン生産終了（武田薬品）

1963 昭38 厚生省令第26号。0.5g以下も催眠剤として用いる場合は劇
薬となった。
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の規制および販売環境の整備がされていった19）。また国
民皆保険は、製薬会社の生産を大衆薬から医療用医薬品
にシフトさせた20）。さらに新薬事法により販売制限が可
能となった。昭和36（1961）年に未成年への催眠剤の販
売を原則的に禁止、また、販売帳簿を義務付けた（薬発
第475号）21）。加えて昭和38（1963）年６月にブロムワレ
リル尿素系の0.5g以下の除外規定について見直された。
鎮痛剤などの場合であれば普通薬のままだが、催眠薬と
して用いるときは劇薬となった10－11）。これによりブロム
ワレリル尿素系の催眠剤の入手制限が強固なものとなっ
た。

このような要因より、生産が減少し市中にブロムワレ
リル尿素系の催眠剤が出回らなくなったと考察される。
そして、市中での入手可能性（availability）への制約が、

直接的な因果関係はなお不明ではあるものの、催眠剤に
よる自殺の減少に影響したことが示唆された。

ただ、これら生産終了や入手規制も、図１および図２
からもわかるように既に生産や自殺が減少している局面
のことである。次に自殺が最も多かった昭和33年頃に注
目する。

４．自殺ピーク時にあったマスコミ報道と雑誌メディア
昭33（1958）年６月１日に読売新聞にて国連統計（1957

年国連人口統計年鑑）が報道され、日本の自殺率は10
万人あたり24.2人で世界一であったと短く報道された22）。
自殺がピークの年にこういった記事が出た意義とその影
響、および催眠剤による自殺の減少との関連について検
討する。
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図２　ブロムワレリル尿素錠の生産量と東京都区部の総自殺数に占める催眠剤を手段とした者の割合
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図１　ブロムワレリル尿素錠の生産量と東京都区部の催眠剤自殺率

出典：東京都監察医務院編集．東京都監察医務院50年史．
　　　薬事工業生産動態統計年報（昭和27-45年）．
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まず、この世界一自殺が多いという報道に前後して、
多くの媒体が日本の自殺が世界一多いという話題を取
り上げた23－26）。例えば、林業関連の専門誌「グリーン・
エージ（森林資源総合対策協議会発行）」では、昭和34

（1959）年に「世界一の自殺都市　東京漫歩」という文
章を掲載し日本人の自殺が世界一であること、特に東京
が多いことについて詳細に紹介した23）。

また、この自殺世界一の報道のあと、特徴的な記事が
出始めた。読売新聞の昭和33（1958）年11月10日朝刊６
面では、「催眠薬を使う場合」とし、石坂哲夫氏（日本
薬学会）の署名記事を掲載した。そこでは催眠剤の選択
方法やバルビツール酸系の危険性、用量を厳守すること
など専門的な知識を記事にしている27）。また、朝日新聞
は1961（昭和36）年８月27日朝刊17面で「商品の知識　
催眠剤　精神安定剤」という見出しで紙面の大半を使う
規模の大きい啓発記事を掲載した28）。1950年前後の自殺
の新聞報道が、未遂者も含め自殺者の氏名と住所、自殺
手段に使用された催眠剤の商品名や原因動機、特に心中
は男女関係などを記事としたものが多かっただけに、こ
ういった普及啓発の記事は注目された。

自殺世界一の報道の意義は、①自殺が最も多かった昭
和33年の記事であること、②この報道以降、自殺がよ
り一層に社会問題となったことにある。例えば受験雑
誌「高校コース」でも、高校生が座談会形式で自殺の問
題を討論している29）。薬禍が企業責任を問われた時代で
あっただけに30）、社会問題となった自殺や睡眠薬遊びが
生産終了に影響を与えた可能性も考えられた。

５．本研究の限界
本研究ではブロムワレリル尿素錠の生産量と催眠剤全

般の自殺率、および催眠剤を手段とした者の割合との比
較研究となっている。これはブロムワレリル尿素系の催
眠剤による自殺率を算出することが不可能であるためで
ある。単一の化合物の催眠剤の生産量と、催眠剤全般の
自殺との比較検討では、厳密な入手可能性の制限の検証
となっていない。上野らによれば催眠剤自殺の64％はブ
ロムワレリル尿素系であったとされており、したがって
およその関連は把握できるものの、分析期間を通じて常
にブロムワレリル尿素系催眠剤が高い頻度で自殺手段に
選ばれていたとは言い切れない。

また、使用したデータについては、催眠剤による自殺
率は東京都区部のものであり、ブロムワレリル尿素剤の
生産量は全国のものである。東京都の自殺と全国の自殺
の経年変化に大きな違いがないことは第１報で確認して
いるものの、この対象の異なるデータでの比較には限界
がある。このほか市販されていたブロムワレリル尿素系
催眠剤について商品別の生産量、アクセスの容易さ、生
産期間までは調査できなかった。カルモチンの生産終了
以外の情報が得られていない。

なお、第１報でも言及しているが、催眠剤の販売規制

は自殺対策でなく睡眠薬遊びの対策によるものであっ
た。本研究では生産量減少の要因は様々に考えられた
が、催眠剤自殺と直接的な因果関係までは示していな
い。

本報告ではアクセス制限という観点に焦点をあててい
ることから、例えば就職難や価値観の転換といった若者
の厭世自殺の社会背景や、失業率と自殺率との関連のよ
うな、景気の良し悪しに伴う自殺増減などは敢えて検討
していない。近年の硫化水素自殺と同様、催眠剤自殺の
増加と減少には複数の要因が関係していることは十分に
考えられる。

Ⅳ　結語

昭和33（1958）年をピークとした、催眠剤による自殺
の流行がなぜ終わったのか、自殺手段へのアクセス制限
を検討した。

その結果、自殺手段に用いられた催眠剤がブロムワレ
リル尿素系であったことを確認し、その生産量（錠）と
催眠剤による自殺率（10万対）および総自殺数に占める
催眠剤を手段とした者の割合（％）には高い関連が示
された。自殺手段へのアクセス制限として、市販薬の生
産量の減少や販売規制があり、それらによる入手可能性

（availability）が低くなることが催眠剤自殺の減少に寄
与したことが示唆された。
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訂正
第１報（日本セーフティプロモーション学会誌，11

（1），26-30，2018）に誤りがあった。次の３点を訂正す
る。①文中全ての「ブロムワレリン尿素系」を「ブロム
ワレリル尿素系」に。②表２のNO.1の内容部分を「ブ
ロムワレリン尿素系、バルビツール酸系は劇薬（0.1ｇ
以下は除く）。」を「ブロムワレリル尿素系（0.5g以下は
除く）、バルビツール酸系（一部除外）を劇薬。」に。③
表２のNO.９の「催眠剤を大幅に」を「催眠剤であるブ
ロムワレリル尿素剤、ドリデン、アダリンを」
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